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＜要旨＞

1. 日本政策投資銀行関西支店が2018年8月1日に発表した「2017・2018年度 関西地域設備投資計画調

査」において、関西地域における2018年度の設備投資計画は、製造業で前年度比+25.7％、非製造業で

同+21.4％、全産業で同+23.0％となった。本レポートでは、関西に本社を置く企業（以下「関西企業」）の

国内外における設備投資動向や、各種投資を含めた「広義の投資」の動向を見ていきたい。

2. 関西製造業の国内設備投資における投資動機の変化を見ると、2018年度計画において「維持・補修」な

どが低下する一方で、「能力増強」「研究開発」などの割合が増加する。国内生産拠点の現況についての

総括的、平均的な認識として「生産・供給能力が不足しており、能力増強投資が必要」と回答した関西製

造業は、2017年度の12.8％から2018年度は22.3％に増加する。

3. 生産能力の見通しについて、海外拠点における生産能力の見通しを「増加」と回答した関西製造業は、中

期的に65.3％であるのに対し、長期的には80.9％まで増加する。海外拠点における研究開発活動の見通

しを「増加」と回答した企業は、中期的に39.0％であるのに対し、長期的には63.0％まで増加する。

4. 「研究開発」について、オープンイノベーション等何らかの形で外部リソースを活用する機会が「増えている」

と回答した関西製造業は、34.4％となった。課題として「提携先の開拓・ソーシング」「開発成果の帰属」な

どが認識されており、これら課題の解消を通じて、連携先として最も多い「国内大学・研究機関」のみならず

中小企業・ベンチャー企業をはじめ幅広い企業との協業も進むことに期待したい。

5. 「人材育成・人的投資」について、人手不足が事業の制約要因となる可能性について、関西非製造業で

「制約となる」と回答した企業は、足元54.3％から３年後は69.1％まで増加する。人手不足に関して、足元

において半数以上の企業が制約要因となる可能性があると捉えており、中期的に一層拡大することからも、

将来に対する企業の懸念がうかがえる。

6. 「情報化投資」について、ＡＩ（人工知能）の活用について「活用している」「活用を検討している」「活用予定

はないが、社内的な関心が高まっている」と回答した関西製造業は、合計76.8％であった。関西非製造業

では合計59.6％であり、ＡＩの活用に関しては製造業の方で意識が醸成されているといえる。

7. 向こう１～２年に顕在化の可能性が高いと見込まれる政治経済リスクについて、関西製造業では「為替の

急変動」「原油等、資源価格の急変動」、関西非製造業では「日本の消費税率引き上げ」が多く挙げられた。

ＥＳＧに取り組む必要性について「感じている」「将来的には必要と感じている」と回答した企業は、関西製造

業で98.0％、関西非製造業で86.3％と、多くの企業で認識が高まっているといえる。

－ 「広義の投資」の観点から見る現状と課題 －

［調査要領］
調査時期：2018年6月25日を回答期限として実施（回答時期は主として6月）
調査対象：資本金10億円以上の民間法人企業のうち関西地域（※1）に本社を置く企業
調査方法：郵送によるアンケート方式
回答状況：［関西製造業］ 104社（対象企業数302社、回答率34.4％）
（※2） ［関西非製造業］102社（対象企業数250社、回答率40.8％）

［全国製造業］ 516社（対象企業数1,451社、回答率35.6％）
［全国非製造業］704社（対象企業数1,789社、回答率39.4％）

（※1） 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の2府4県を対象とする
（※2） 回答状況は1問でも有効回答があった企業を全て含むため、各設問ごとの回答社数は上記よりも少ない
（※3） 一部のグラフについては、端数処理の関係で合計が100％とならない場合がある
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•日本政策投資銀行関西支店が2018年8月1日に発表した「2017・2018年度 関西地域設備投資計画調査」において、

関西地域における2018年度の設備投資計画は、製造業で前年度比+25.7％、非製造業で同+21.4％、全産業で同

+23.0％となった（※）。本レポートでは、関西に本社を置く企業（以下「関西企業」）の国内外における設備投資動向や、

各種投資を含めた「広義の投資」の動向を見ていきたい。

関西製造業の国内設備投資における投資動機の変化を見ると、2018年度計画において「維持・補修」などが低下する

一方で、「能力増強」「研究開発」などの割合が増加する（図表1-1）。

•同様に、国内生産拠点の現況についての総括的、平均的な認識として「生産・供給能力が不足しており、能力増強投資

が必要」と回答した関西製造業は、2017年度の12.8％から2018年度は22.3％に増加する（図表1-2） 。 「2017・

2018年度 関西地域設備投資計画調査」によると、関西ではIoTや電気自動車など先端分野に関連する能力増強投資

が相次いでおり、これらの分野を中心に生産・供給能力の不足感が高まっているものと考えられる。

•関西製造業の景況感を見ると、2018年度の売上高D.I.は引き続き高い水準を見込んでおり、経常損益D.I.もプラス圏内

で推移するなど、収益環境の見通しは良好といえる。設備投資/CF D.I.について、設備投資は引き続きキャッシュフロー

の範囲内で行われる見通しであるものの、前年度実績の▲66.4から今年度計画では▲36.3に改善する見込みであり、

設備投資マインドは上向いているといえる（図表1-3）。

図表1-1 国内設備投資における投資動機の変化（製造業）

1 ．関西製造業の国内投資動機の変化

図表1-3 D.I.の変化（製造業、売上高・経常損益・設備投資/キャッシュフロー（以下「CF」））

（備考）D.I.とはDiffusion Indexの略。企業の業況感や設備の過不足などの判断を指数化したもの
売上高D.I.、経常損益D.I.＝（「増収・増益」回答数－「減収・減益」回答数）÷有効回答数
設備投資/CF D.I.＝（「設備投資額はCFを上回る」との回答数－「設備投資額はCFを下回る」との回答数）÷有効回答数
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図表1-2 国内生産拠点の現況についての総括的、平均的な認識（製造業）

売上高D.I. 経常損益D.I 設備投資/CF D.I.

2017年度実績 2018年度計画 2017年度実績 2018年度計画 2017年度実績 2018年度計画

関西 60.9_ 61.9_ 23.9_ 10.6_ ▲66.4_ ▲36.3_

全国 52.0_ 49.5_ 25.9_ 6.7_ ▲58.6_ ▲27.7_

（備考）数値は全体設備投資額に対する各設備投資動機の金額ウェイト

（備考）数値は有効回答社数比
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※ 資本金1億円以上の民間企業（金融保険業等を除く）が関西地域において実施した設備投資計画
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２．関西製造業の海外・国内拠点における生産能力・研究開発活動の見通し

•次に、関西製造業の海外・国内拠点における生産能力、および研究開発活動の見通しを、中長期的な目線で切り分け

ながら見ていきたい。

•生産能力の見通しについて、海外拠点における生産能力の見通しを「増加」と回答した関西製造業は、中期的に65.3％

であるのに対し、長期的には80.9％まで増加する（図表2-1）。なお、2017年度の海外における設備投資動機としては

「能力増強」の割合が最も高い（図表2-2）。一方で、国内拠点における生産能力の見通しを「増加」「現状維持」と回答

した関西製造業は、中期的に合計98.7％であるのに対し、長期的にも合計97.0％と底堅く、引き続き多くの企業が国内

の生産拠点を重視していることがわかる（図表2-1）。

•海外拠点における研究開発活動の見通しを「増加」と回答した関西製造業は、中期的に39.0％であるのに対し、長期的

には63.0％まで増加する（図表2-3）。海外での研究開発活動を増加させる理由としては、「海外の需要への対応」が高

い割合を占める（図表2-4）。一方で、国内拠点における研究開発活動の見通しについて、中期的・長期的いずれも全て

の企業が「増加」「現状維持」と回答しており、海外需要の増加への対応を起点として、海外での研究開発活動は活発化

が見込まれるものの、国内での研究開発活動も引き続き重要視されていることがわかる（図表2-3）。

図表2-1 海外・国内拠点における生産能力の見通し （関西製造業）

中期的
（向こう３年程度）

国内拠点 海外
合計増加 現状維持 縮小

海外
拠点

増加 28.0 36.0 1.3 65.3

現状維持 12.0 21.3 0.0 33.3

縮小 0.0 1.3 0.0 1.3

国内合計 40.0 58.7 1.3 100.0

長期的
（向こう１０年程度）

国内拠点 海外
合計増加 現状維持 縮小

海外
拠点

増加 48.5 29.4 2.9 80.9

現状維持 5.9 11.8 0.0 17.6

縮小 0.0 1.5 0.0 1.5

国内合計 54.4 42.6 2.9 100.0

（％）

中期的
（向こう３年程度）

国内拠点 海外
合計増加 現状維持 縮小

海外
拠点

増加 30.5 8.5 0.0 39.0

現状維持 18.6 42.4 0.0 61.0

縮小 0.0 0.0 0.0 0.0

国内合計 49.2 50.8 0.0 100.0

長期的
（向こう１０年程度）

国内拠点 海外
合計増加 現状維持 縮小

海外
拠点

増加 53.7 9.3 0.0 63.0

現状維持 13.0 24.1 0.0 37.0

縮小 0.0 0.0 0.0 0.0

国内合計 66.7 33.3 0.0 100.0

図表2-3 海外・国内拠点における研究開発活動の見通し （関西製造業）

図表2-2 海外における設備投資動機 （2017年度実績、製造業）

図表2-4 海外での研究開発活動を増加させる理由 （製造業）
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３．「広義の投資」の観点から見る現状と課題① - 研究開発

•有形固定資産投資に加え、研究開発、人的投資等を含めて「広義の投資」と捉えた場合、関西製造業・非製造業共に

「国内有形固定資産投資」が最も優先される項目となった。一方で、優先順に３つまでの項目を選択した場合、関西製

造業では次いで「研究開発」「人材育成・人的投資」「情報化投資」の順に高く、関西非製造業では「人材育成・人的投

資」「情報化投資」が高い割合を占めた（図表3-1）。以下では、各項目に対する企業の認識を見ていきたい。

•まず、「研究開発」について、関西製造業の認識を見ていきたい。研究開発費の過去５年程度における対売上高比の傾

向を見ると、関西製造業で「大幅に上昇」「やや上昇」していると回答した企業は合計36.1％と、前年（合計33.0％）から

やや増加した（図表3-2）。研究開発費の上昇の要因としては、設備等の新設・増設費のほか、研究員の人件費上昇、

研究の原材料費上昇などが指摘されている。

•研究開発活動において、オープンイノベーション等何らかの形で外部リソースを活用する機会が「増えている」と回答した

関西製造業は34.4％となった（図表3-3）。一方、関西製造業のオープンイノベーションの実施状況について、連携先と

して多い機関は「国内大学・研究機関」が77.9％を占めたのに対し、「国内中小・ベンチャー企業」は1.3％に留まった（図

表3-4）。オープンイノベーションの課題として「提携先の開拓・ソーシング」「開発成果の帰属」などが認識されており、こ

れら課題の解消を通じ、中小企業・ベンチャー企業をはじめ幅広い企業との協業も進むことに期待したい（図表3-5） 。

図表3-1 事業の成長のために優先する投資 （関西企業）

国内有形固定資産

研究開発

人材育成・人的投資

情報化投資

海外有形固定資産

国内M&A

海外M&A

1.1%
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31.9%

34.0%

60.4%

56.7%

6.6%

7.2%

2017
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図表3-2 研究開発費の対売上高比の傾向 （製造業）

図表3-4 オープンイノベーションの連携先として
多い機関 （製造業）

35.3%
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図表3-3 研究開発活動における
外部リソースの活用機会 （製造業）
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（備考）過去５年程度の傾向

（備考）数値は有効回答社数比

合計33.0

合計36.1

図表3-5 オープンイノベーションにおける課題（製造業）
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関西製造業

関西非製造業
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賞与の増額

同一労働同一賃金

副業の容認

特に行っていない

その他

関西製造業

関西非製造業

•次に、関西企業の「人材育成・人的投資」に関する認識について見ていきたい。

•働き方改革や従業員待遇改善のための取り組みとして、関西製造業では「残業抑制策の導入」「定年延長・高齢者再雇

用制度の導入」などが高い割合を占めた一方、関西非製造業では「福利厚生の充実」「賞与の増額」が製造業と比較し

て高い結果となった（図表3-6）。

•人材育成・人的投資における課題として、関西製造業・非製造業ともに４割以上が「業務繁忙により育成の余裕が不足」

と回答しており、現場の人手不足による人材育成への悪影響が懸念される（図表3-7）。

•人手不足による人件費の動向として、「大幅に上昇している」「やや上昇している」と回答した関西非製造業は合計

49.0％と、約半数の企業が人手不足が人件費に影響を与えているとしている（図表3-8）。

•人手不足が事業の制約要因となる可能性について、「制約となる」と回答した関西非製造業は、足元54.3％から３年後

は69.1％まで増加する。人手不足に関しては、足元において半数以上の企業が制約要因となる可能性があると捉えて

おり、中期的に一層拡大することからも、将来に対する企業の懸念がうかがえる（図表3-9）。

３．「広義の投資」の観点から見る現状と課題② - 人材育成・人的投資

図表3-6 働き方改革や従業員待遇改善のための取り組み （関西企業）

54.3%

69.1%

45.7%

30.9%

足元

３年後

4.9%

7.3%

46.3%

41.7%

48.8%

51.0%

全国

関西

大幅に上昇している やや上昇している
変化なし・影響はない

図表3-8 人手不足による人件費の動向
（非製造業）

図表3-9 人手不足が事業の制約要因となる可能性 （非製造業）

全

国

関

西

図表3-7 人材育成・人的投資における課題 （関西企業）

その他の内容

時差勤務の導入

休日・休暇制度の見直し

ストックオプションの付与

勤務間インターバル制度の導入

（備考）３つまでの複数回答

（備考）２つまでの複数回答

合計49.0

（備考）数値は有効回答社数比
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7.1%

6.0%

30.3%

27.8%

39.4%

42.6%

23.2%

23.7%

関西製造業

全国製造業

活用している

活用を検討している

活用予定はないが、社内的な関心が高まっている

活用予定はなく、関心も高まっていない

5.1%

8.6%

81.8%

74.3%

12.1%

16.3%

1.0%

0.8%

関西製造業

全国製造業

大幅に増加 やや増加 やや減少 大幅に減少

•次に、関西製造業・非製造業の「情報化投資」に関する認識について見ていきたい。

•ソフトウェア支出の増減について「大幅に増加」「やや増加」していると回答した企業は、関西製造業で合計86.9％、関西

非製造業で合計86.1％と、多くの企業がソフトウェア投資に注力していることがわかる（図表3-10）。

•ビッグデータの解析を含むＡＩ（人工知能）の活用について「活用している」「活用を検討している」「活用予定はないが、社

内的な関心が高まっている」と回答した関西製造業は、合計76.8％であった。一方で、関西非製造業では合計59.6％で

あり、ＡＩの活用に関しては製造業の方で意識が醸成されているといえる（図表3-11）。

•ＡＩの活用方法・目的について、関西製造業では、「生産・営業現場での活用」と回答した企業が69.4％と大宗を占めたの

に対し、関西非製造業では「人事、経理など社内管理部門での活用（27.3％）」「マーケティングでの活用（18.2％）」と回

答した企業が相対的に多く見られた（図表3-12）。

•具体的なＡＩ活用事例としては、「営業提案書の作成補助」「物流施設の効率化」「RPAの導入」など、主に業務効率化に

資するものが多く見られた（図表3-13）。

３．「広義の投資」の観点から見る現状と課題③ - 情報化投資

図表3-10 ソフトウェア支出の増減 図表3-11 ビッグデータの解析を含むＡＩ（人工知能）の活用

69.4%

36.4%

2.8%

18.2%

19.4%

27.3%

8.3%

18.2%

関西製造業

関西非製造業

生産・営業現場での活用 マーケティングでの活用 人事、経理など社内管理部門での活用 その他

図表3-12 どのような形でのＡＩの活用を行っている（または検討中）か （関西企業）

図表3-13 具体的なＡＩ活用事例

生産・営業現場での活用
営業提案書の作成補助、物流施設の効率化
検査工程への画像処理技術の適用、熟練技術者の動作のデータ化
プラントの運転支援

マーケティングでの活用 Webデータによるマーケティング

人事、経理など
社内管理部門での活用

RPA（Robotic Process Automation：業務の自動化）の導入
業績予想モデルの構築
ビルの設備管理

6.4%

5.0%

17.0%

18.8%

36.2%

35.2%

40.4%

41.1%

関西非製造業

全国非製造業

6.5%

9.8%

79.6%

69.1%

10.8%

16.3%

3.2%

4.8%

関西非製造業

全国非製造業

合計86.9

合計86.1

合計76.8

合計59.6

（備考）数値は有効回答社数比
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•最後に、今後顕在化の可能性が高いと見込まれる政治経済リスクに関する関西企業の認識と、ＥＳＧ（環境・社会・ガバ

ナンスなど非財務的な価値）に関する関西企業の認識について、それぞれ見ていきたい。

•向こう１～２年に顕在化の可能性が高いと見込まれる政治経済リスクについて、関西製造業では「為替の急変動」「原油

等、資源価格の急変動」が多く挙げられた。それに対し、関西非製造業では「日本の消費税率引き上げ」が最も高い結果

となった（図表4-1）。

•ＥＳＧに取り組む必要性について「感じている」「将来的には必要と感じている」と回答した企業は、関西製造業で98.0％、

関西非製造業で86.3％と、製造業を中心に多くの企業で認識が高まっているといえる（図表4-2）。

•ＥＳＧに取り組む主な要因としては、「リスク管理」「広報・ブランディング戦略」等が挙げられている（図表4-3）。また、ＥＳ

Ｇへの取り組みとして重視する側面は、「コーポレート・ガバナンス」「環境」などが高い割合を占める（図表4-4）。

４．その他

（備考）数値は有効回答社数比

0% 20% 40% 60%

為替の急変動

原油等、資源価格の急変動

中国景気悪化

米国景気悪化

米トランプ政権の保護主義の先鋭化

日本の消費税率引き上げ

中東や東アジアの地政学リスク

東京オリパラ関連需要の反動減

日本や欧米等での金融引き締め

資産バブル崩壊を発端とする金融危機

分からない、特にない

その他

関西製造業 関西非製造業

図表4-1 向こう１～２年に顕在化の可能性が高いと見込まれる政治経済リスク （関西企業）

62.0%

57.9%

36.0%

28.4%

2.0%

13.7%

関西製造業

関西非製造業

感じている 将来的には必要と感じている 感じていない

図表4-2 ＥＳＧに取り組む必要性 （関西企業）

0% 20% 40% 60%

リスク管理

広報・ブランディング戦略

ESG投資の拡大

株主からの要請

取引先からの要請

従業員への配慮

その他

関西製造業 関西非製造業

図表4-3 ＥＳＧに取り組む主な要因 （関西企業） 図表4-4 ＥＳＧへの取り組みとして重視する側面 （関西企業）

（備考）３つまでの複数回答

（備考）２つまでの複数回答 （備考）２つまでの複数回答

合計98.0

合計86.3

0% 20% 40% 60%

コーポレート・ガバナンス

環境

社会貢献

リスク管理

人材育成

健康経営

SDGsなどの国際動向

人権配慮

その他

関西製造業 関西非製造業
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